
Excelでできる

玉川陽介

不動産投資
「資産管理」の
すべて

Yosuke Tamagawa

�e Complete Guide for
"Asset Management"
in Real Estate Investment
with Excel



● 本書は情報の提供のみを目的としています。最終的な投資の意思決定は、ご自身の判
断でなさるようお願いいたします。本書に記載されているサービスやソフトウェア、
また特典としてダウンロードしたExcelシートやツールの実行などによって万一損害
等が発生した場合でも、筆者および技術評論社は一切の責任を負いません。あらか
じめご了承ください。

● Microsoft Windows、Microsoft Office Excelは、Microsoft Corporationの商標
または登録商標です。Mac OSは、米国およびほかの国々で登録されたApple Inc.
の商標です。本文中にTM、®マークなどは特に明記しておりません。

● 本書の内容は執筆時点における情報であり、予告なく内容が変更されることがあり
ます。



　筆者は10年前に不動産を買い始め、現在では100億円を超える資
産を運用するに至りました。また、その過程で70社ほどの金融機関と
話をしてきました。
　その結論は、「不動産投資は、不動産そのものよりも金融機関との関
係性が重要である」―そのようにまとめられます。
　長期保有の賃貸業として成長するためには、いかに金融機関からの
信頼を得るかが鍵となります。
　しかし、現実には多くの入門者が数億円までの規模で頭打ちとなっ
ています。購入意欲はあっても金融機関の支援を得られず、買い進む
ことができていません。

　その一方で、市況の悪いなかでも拡大している賃貸業者も少なから
ず存在します。
　両者の違いはどこから生まれるのでしょうか。

　じつは、賃貸業も一定規模を超えてくると、多額の運用を任せられ
る体制になっているのかを金融機関から問われます。
　優れた取引先と認めてもらうことが大口融資を可能にしているわけ
です。
　借りるというよりは、複数の金融機関から資金の預託先として適切
と認められ、協賛や投資を集める感覚が近いでしょう。

　では、金融機関から優良先と認められるには、どのような要素が必
要でしょうか。筆者の経験上、次の4つに集約されます。
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 • 金融機関の仕組みと融資審査に対する理解
 • 融資を意識した財務開示
 • 税務や会計についての専門知識
 • 効率よく資産や物件を管理する運用能力

　これらのテーマを解説するため、本書には土地や建物の話は出てき
ません。不動産投資の中上級者に向けて、融資や運用技術の解説を中
心に据えています。
　賃貸資産購入後の運用局面で必要な知識は、これらの内容でほぼす
べてといっていいでしょう。本書では、不動産投資における資産運用
のすべてを解説します。
　じつは、これらの要素は今まで筆者が機密としてきた数々の知識と
技術の集合体であり、本書は筆者の運用実務のすべてを公開している
のに近い内容となっています。

　また、本書の特典としている「財務資料Excelシート」は、筆者が
長らく現場で使用し、全国の金融機関に提出して改善を続けているも
のです。
「当支店の取引先のなかで最も資料がよくできている」（複数の信金）、

「REITよりもよく開示している」（経済系の新聞記者）と評価されるこ
とも多くあります。
　多くの金融機関が認める、最もよくできた財務資料のひな形を読者
の皆さんの資産管理にも役立ててください。融資では資料が秀逸であ
ること自体が付加価値となり得ます。

　本書の解説と「財務資料Excelシート」を組み合わせれば、REIT級
の規模といえる300億円までは資産を管理できるはずです。本書を賃
貸経営の1つの見本として活用いただければ幸いです。
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